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国際法上の「抗議」とその変容

－－米国の「航行の自由計画（Freedom of Navigation Program）」を例として－－

 
長岡 さくら（海洋政策研究財団 研究員*） 
キーワード：直線基線、抗議、示威行動 

 
 
１．問題の所在

 
 周囲を全て海で囲まれている日本では、日本

が管轄権を有する海域に対する他国による侵害

行為が多発し、その中には他国による過度な主

張が含まれていることがある。例えば、昨（2014）
年に発生した小笠原諸島周辺海域等における中

国漁船による違法なサンゴ漁問題もその一つで

ある1。また、尖閣諸島のように日本が実効的支

配を行なっている領域であっても、他国によっ

て同諸島に対する領有権の主張やその周辺海域

に対する権利の侵害が行われている状況がある。 
 このように、自国の権利を侵害された場合、

国際法はどのような解決方法を導き出している

のであろうか。 
 この点、これまでの多くの国際法の教科書や

論文、また、各国家の見解では、ある国家が自

国の権利を侵害するか過度な主張を行ってきた

場合、一定期間内に当該国家に対して抗議を行

い、且つ、必要があれば、定期的に抗議を継続

することで、自国に対する権利侵害や過度な主

張の法的効果を消滅させることができる（ある

いは、発現させない）と述べられてきた2。しか

し、このような見解・認識は当を得ているので

あろうか。 
 これを検証するため、本稿では、沿岸国によ

る過度な主張が世界中で多発している基線の問

題に焦点を当て、検討を行うこととする。 
 以下では、まず、関連条約における基線の取

扱いについて概観する。次に、基線の設定に対

する抗議について、ピョートル大帝湾内海化宣

言を例として問題点を抽出する。そして、国際

法上の抗議の新たな様式の出現について米国の

例を元に考察することとする。 

 
２．国際法上の基線－－基線設定行為と第三

国の対応－－

 
 国際法上、現在、一般的に捉えられているよ

うな概念で「基線」の語が用いられるようにな

ったのは、1958 年に締結されたジュネーブ海洋

四条約の一つである領海及び接続水域に関する

条約（以下、領海条約とする。）からであると言

うことができよう3。領海条約では、まず、基線

の概念を次のように規定する。 
「第３条（通常基線） 
  この条約に特段の定めがある場合を除き、

領海の幅を測定するための通常の基線は、沿

岸国が公認する大縮尺海図に記載されている

海岸の低潮線とする。」 
 また、直線基線を採用する基準について次の

ように規定する。 
「第４条（直線基線） 
 １ 海岸線が著しく曲折しているか又は海岸

に沿って至近距離に一連の島がある場所に

おいては、領海の幅を測定するための基線

を引くにあたって、適当な地点を結ぶ直線

基線の方法を用いることができる。 
 ２ 直線基線は、海岸の一般的な方向から著し

く離れて引いてはならず、また、その内側

の水域は、内水としての規制を受けるため

に陸地と十分に密接な関係を有しなければ

ならない。 
 ３ 直線基線は、低潮高地との間に引いてはな

らない。ただし、恒久的に海面上にある燈

台その他これに類する施設が低潮高地の上

に建設されている場合は、この限りでない。」 
 さらに、湾及び河口に引く基線については次
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のように規定する。 
「第７条（湾） 
 ４ 湾の天然の入口の両側の低潮線上の距離

が２４海里をこえないときは、これらの点

を結ぶ閉鎖線を引き、その点の内側の水域

を内水とする。 
 ５ 湾の天然の入口の両側の低潮線上の距離

が２４海里をこえるときは、２４海里の直

線基線を、この長さの線で囲むことができ

る最大の水域を囲むような方法で湾内に引

くものとする。」 
「第１３条（流入河川の基線） 
  河川が海に直接流入している場合には、基

線は、河口を横切りその河川の両岸の低潮線

上の点の間に引いた直線とする。」 
 これらの概念は、その後、1973 年から 1982
年にかけて開催された第三次国連海洋法会議を

経て締結された海洋法に関する国際連合条約

（以下、国連海洋法条約とする。）に基本的に引

継がれ、現在に至る。 
 これらの基線は、国際法上、自国周囲に管轄

権を設定することのできる海域を決定するため

の基準となるため、非常に重要である。しかし、

時に、国家は自国の基線を過度に主張すること

がある。このような基線に対する過度の主張は、

二種類に大別することができる。 
 第一に、自国領でない陸地を自国の領土と主

張し、その結果、当該陸地から引くことができ

る基線を主張する場合である。第二に、基線を

引く根拠となる陸地が当該国家の領土であるこ

とに異論はないものの、基線の引き方が条約の

定めに従っていないと考えられる場合である。 
 第一のケースは、例えば、中華人民共和国に

よる尖閣諸島に対する自国領としての主張、及

び、それに伴う尖閣諸島に対する直線基線の設

定や同島周辺海域に対する管轄権の主張を取り

上げることができる4。また、大韓民国による竹

島に対する自国領としての主張及び不法占拠、

並びに、それに伴う竹島周辺海域への管轄権の

主張及び行使も同様に捉えることができる。 
 これに対し、第二のケースは、ロシア（含、

旧ソビエト連邦）による歴史的湾宣言及び湾口

閉鎖線の設定に対し、国連海洋法条約の規定に

適合していないとして米国を始めとして各国が

行っている抗議や示威行動等を例として挙げる

ことができる。 
 さて、現在、世界の４／５以上の国家が締約

国となっている国連海洋法条約においては5、国

家が設定する基線をその形状によって分類して

いる。基線は、通常、自然の形状に沿う形で、

沿岸国が公認する大縮尺海図に記載されている

海岸の低潮線を用いることとされている（第５

条）。但し、沿岸国の海岸や陸地の地形の特徴に

より、次の四つの直線を用いることができると

されている（広義の直線基線）。即ち、海岸が著

しく曲折しているか海岸に沿って至近距離に一

連の島がある場合に用いる直線基線（第７条）、

条約によって定義される湾及び歴史的湾に用い

る湾口閉鎖線（第１０条）、河口に用いる河口閉

鎖線（第９条）並びに条約上の群島国に用いら

れる群島基線（第４７条）である。 
 国家がこれらの直線基線を用いる意思を持つ

場合、通常、これらの基線を表示した適当な海

図の公表、あるいは、直線基線を用いる基点の

測地原子を明示した地理学的経緯度の表が記載

された政令を官報等へ掲載することによって公

表され、各国の在外公館等を通じて各国政府の

知るところとなる。同時に、これらの海図や地

理学的経緯度の表は、国連事務総長に寄託され

（第１６条２項）、国連事務総長より『海洋法情

報回章（The Law of the Sea Information Circular）』
及び『海洋法要報（Law of the Sea Bulletin）』を

通じて国連海洋法条約締約国に公表され6、各国

政府の知るところとなる。 
 このようにして、沿岸国が設定した直線基線

を各国政府が知り、且つ、これが自国の権利や

管轄権を侵害するか、過度な主張であると判明

した場合、当該国家は、自国の在外公館あるい

は自国に駐在する当該沿岸国の大使館等を通じ

て、沿岸国に対する抗議を行うことができると

されている。また、このような場合に当該国家

が沿岸国に対して何の行動も起こさなかった場

合、黙認したとみなされ7、その後、自国の権利

や管轄権を主張できなくなると説明されること

が多い。 
 
３．国際法上の「抗議」の問題点－－ピョー

トル大帝湾内海化宣言を例として－－ 
 
 これまで一般的に、国際法の著述においては
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このように説明されてきた。しかし、果たして、

これは、国際法理論を正しく説明し、国家実行

を反映しているのであろうか。 
 沿岸国による過度な基線設定が行われた場合、

これに対する第三国の対応は国連海洋法条約締

結前後で異なっているように見受けられる。国

連海洋法条約締結以前は、主として二国間での

外交的抗議が中心であったのに対し、国連海洋

法条約締結以後は、それまでの外交的抗議に加

え、上述の『海洋法情報回章』や『海洋法要報』

といった国連出版物への当該沿岸国に対する外

交的抗議（口上書）の掲載、自国が行った外交

的抗議の内容のこれらの出版物へ掲載、数ヶ国

での共同の抗議といった新しい方式の抗議が現

れるようになってきた。では、どのくらいの頻

度で抗議を行えば、過度な主張の法的効果を消

滅させることができるのであろうか。これまで

の国際法理論・教科書上での説明では、例えば

「その事実を知った後、迅速、明確かつ恒常的

に抗議を行えば、相手国の措置の対抗力取得を

否定できる」等と説明されてきたが8、恒常的と

はどのような頻度なのか、このような説明通り

抗議を行った場合、過度な主張に対する法的効

果を消滅させたとみなすことのできる法的根

拠・証拠は存在するのかといった点について、

これまでの説明では国際法上何も明らかとなっ

ていないのではないかという疑問が生じる。こ

れを示すかのように、現実の国家実行において

は、第三国による抗議の後、過度な主張を行わ

なくなった国家・事例は非常に少ないと言わざ

るを得ない。これでは、果たして、抗議を行う

だけで過度な主張の法的効果を消滅させること

ができると言い得るのか、疑問が伴うところで

ある。 
 また、一般的に、各国による抗議や異議申立

は、口上書を用いた文書による形式を用いるか、

直接当該政府や在外公館に口頭で申入を行う。

しかし、先に述べた通り、近年では以前と比べ、

国連出版物を通じ各国による抗議の内容が分か

りやすくなったとはいえ、同時代的に第三国に

よる抗議が公表されることは少なく、又、自国

が受けた抗議を公表する義務は国際法上存在し

ない。従って、これらの抗議は、当該抗議を行

った旨各国家から公表されるか、後に外交文書

が公開される等の形が取られない限り、国家実

行の事実関係を正確に把握するのが困難である

という問題に常に直面する。 
 この点、過去の「抗議」の事例を検討するた

めの一つの事例としてピョートル大帝湾の内海

化宣言を取り上げることが有用であると考えら

れる。なぜならば、この問題が生じたのは５０

年以上前のことであり、一部ではあるが外交文

書が既に公開済みである。また、とりわけ、日

本政府からも外交的抗議が行われたこと、そし

て、その様子が日本政府による外交文書の公開

によって明らかとなっている極めて珍しい事例

であると言えるからである9。 
 さて、この問題は、旧ソビエト連邦及びロシ

ア連邦における、幾つかの歴史的湾宣言による

一方的な内水拡大の事例の中でも、あまりにも

有名な事例であると言えよう10。事の発端は

1957 年 7 月に遡る。1957 年 7 月 20 日夜、モス

クワ放送は、同日、ソ連閣僚会議が、ウラジオ

ストック前面のピョートル大帝湾海域をソ連内

海水域とし、同水域への外国船舶及び航空機の

航行はソ連官憲の許可を要するとの決定を行い、

この旨布告したと放送した11。また、翌 21 日、

ソ連各紙も、同会議がテュメニ・ウラ河口とパ

ヴァロトヌイ岬とを結ぶ線をもってピョートル

大帝湾区域におけるソ連内海の境界及びソ連領

海の幅を算定する基線となすべき旨を決定した

と報じた12。これに関連し、門脇季光駐ソ連日

本国大使（当時）は、この決定によってソ連領

海が著しく拡大されることになるため、日本が

同決定に拘束されないとの趣旨・態度をソ連側

に通告する必要があるとの理解を示し、また、

通告文の回電を外務大臣に対し求めている13 。 
 これに対し、これまでに公開されている資料

において、日本を含む１３ヶ国・地域が抗議等

によって自国の意思を表明していることが判明

している 。その経過は、以下の表にまとめられ

る（表１、参照）。 
 
表１ ピョートル大帝湾内海化宣言と各国の抗議

14 
年月日 国名 概要 

1957.07.20 ソ連 
ソ連閣僚会議がピョート

ル大帝湾の内水化を決

定・布告 

1957.07.26 日本 
駐ソ連大使がセミョーノ

フ次官を往訪、口上書によ
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る申入れ・抗議 

1957.07.26 ソ連 
日本側申入れ・抗議に対

し、その場で反駁 

1957.08.06 日本 

口上書による再抗議、日本

漁船の同湾内操業に関し

過去に抗議を受けていな

いことを指摘 
1957.08.12 米国 口上書による抗議 

1957.09.10 英国 口上書による抗議 

1957.10.11 仏 口上書による抗議 

1957.10.16 伊 口上書による抗議 

1957.10.31 蘭 抗議 

1957.11.19 希 口上書による抗議 

1957.12.08 瑞 口上書による抗議 

1958.01.07 ソ連 
日本の抗議（1957 年 7 月・

8 月）に対する回答 
1958.01.07 ソ連 米国の抗議に対する回答 

1958.01.17 日本 口上書による抗議 

1958.02.05 西独 口上書による抗議 

1958.02.22 ソ連 仏の抗議に対する回答 

1958.02.25 ソ連 
日本の抗議に対する口上

書による回答 
1958.03.06 米国 口上書による再抗議 

1982.05.03 米国 
米国艦船ロックウッド号

問題発生 

1982.08.02 米国 
抗議（1957 年・1958 年の

講義内容の繰返し） 
FY1982 米国 示威行動実施 

1984.02.07 ソ連 

ピョートル大帝湾を含む

海域の直線基線設定のた

めの基点の地理学的経緯

度の表を承認 
FY1984 米国 示威行動実施 

CY1984 米国 抗議 

CY1985 米国 抗議 

FY1986 米国 示威行動実施 

CY1986 米国 抗議 

CY1987 米国 抗議 

1998.07.17 ロシア 
ロシア連邦内水、領海及び

接続水域に関する連邦法

制定 

1998 以降 米国 
1998 年法に対し多数の抗

議 
 注）FY：米国会計年度、CY：暦年 

（著者作成） 

 
 このように、ピョートル大帝湾を歴史的湾と

するソ連政府の主張については、ソ連政府によ

る布告発出後、時間を置かずして最初の抗議が

行われているように見受けられるが、現在公開

されている文書においては、少なくとも、1988
年以降各国による抗議が行われている形跡がな

いと言えよう。 
 これらを纏めると、この問題に対する各国の

立場は次の通りであったと言えよう。フランス、

西ドイツ（現ドイツ）、ギリシア、イタリア、日

本、オランダ、スウェーデン、英国及び米国が

抗議を行った。また、抗議の有無は不明である

ものの、当時の中国の正統政府とみなされてい

た中華民国及びスイスはこの問題に関心を持っ

ていた15。なお、カナダは抗議を行っていない

とみられ16、中華人民共和国はこの問題に承認

を与えていた17。即ち、当時の海洋大国のほと

んどがこの問題に対して抗議を行っていたと言

えよう。また、日本及び米国は複数回の応酬を

行っている。しかし、1959 年以降、少なくとも

公開済みの文書においては、米国以外の国家が

対応した跡は見受けられず、また、米国も 1987
年までは定期的に抗議や示威行動を行っている。

このような状況の中、1998 年 7 月 17 日、ロシ

アは、「ロシア連邦内水、領海及び接続水域に関

する連邦法」を制定するが、ここでもピョート

ル大帝湾を内水として維持している。即ち、こ

れにより、各国の再三の抗議にもかかわらず、

沿岸国が過度な主張を撤回していないと状況の

存在を確認することができる。 
 米国はこの問題が生じたのち時間を置かずに

抗議を行い、1950 年代終わりまで継続的に抗議

を行ってきた。この時点までは、米国はソビエ

ト連邦による同湾に対する一方的行為を黙認せ

ず自国の権利を留保してきたと、既存の国際法

上の説明通りに理解することができるであろう。 
 しかし、その後 1982 年に至るまで、米国にお

いても同湾に対する抗議の痕跡は見ることがで

きない。この時点で、米国による黙認が成立し

ているとみるべきなのであろうか？また、1980
年代に抗議が再開されたのち、1988 年以降、再

度抗議は中断されている。このような状況下、

1998 年ロシア法の制定によってロシアの主張

に変化がないことが確認できるものの、米国に

よる更なる抗議の詳細は明らかにされていない。

このような状況は、見方によっては、米国は同

湾に対するロシアの主張をもはや黙認している

とも捉え得るが、米国は現在もロシアの主張を

承認していないことが米国公文書によって確認
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することができる18。即ち、既存の国際法にお

ける理論では説明できない状況が現実に生じて

きているのである。 
 これは一例に過ぎないが、これまでの国際法

上の認識との「ずれ」について国際法理論はど

のように説明できるのであろうか。 
 
４．新たな「抗議」の様式－－米国の「航行

の自由計画（ Freedom of Navigation 
Program）」を例として－－

 
 このように、これまでの国際法上の教科書や

一部の国家が行ってきた、恒常的に外交上の抗

議を行っていれば、国家による過度な主張に対

する法的効果を消滅させることができるとの説

明は適切ではない、あるいは、少なくとも、現

実の国家実行を反映していないと思われる例が

少なからず存在する。 
 これに対し、一部の国家においては、既に、

沿岸国による過度な海洋に対する主張への自国

の権利留保のための新たな国家実行が生み出さ

れようとしている。その一つの例が、米国にお

いて、1979 年以降、既に３０年以上に亘り実施

されている「航行の自由計画（Freedom of 
Navigation Program）」（以下、ＦＯＮ計画とする。）

と呼ばれる国家実行の形態である。 
 米国によるＦＯＮ計画が開始されたのは、

1979 年 3 月、カーター政権の時代のことである

とされる19。カーター政権では、世界の警察官

を自認する米国が、「全国家に代わって航行の自

由を維持し強める」とし、同時に、「国家実行の

1982 年条約（著者注：当時外交交渉中の国連海

洋法条約を指す。）との一貫性を促進するための」

計画を実施するとした。これが、その後、ＦＯ

Ｎ計画と呼ばれるようになったのである。同計

画開始当時には当該計画については明らかとな

っていなかったが、1990 年代以降、機密指定解

除された当該計画に関する米国公文書の存在が

明らかになるにつれ、その概要が判明しつつあ

る。また、当該計画は、カーター政権時代に策

定されて以降、レーガン政権、ジョージ・Ｈ・

Ｗ・ブッシュ政権、クリントン政権及びジョー

ジ・Ｗ・ブッシュ政権と引き継がれ、現在のオ

バマ政権まで 35 年以上の間継続されている。 
 ＦＯＮ計画は、当時行われていた第三次国連

海洋法会議における新条約締結のための外交交

渉と密接な関係を持つ。米国は、海洋法におけ

る基本的原則である「航行の自由」を維持する

ため、各国による過度な主張に対し、外交行為

という国家実行だけでなく、軍を用いた国家実

行を行うことによって、「抗議」を行おうとした

のである。 
 この政策は、第三次国連海洋法会議における

外交交渉と同時に既に実施されていた。例えば、

1982 年 1 月 29 日にロナルド・レーガン（Ronald 
Wilson Reagan）大統領が署名した国家安全保障

決定指令第２０号によると、米国は第三次国連

海洋法会議における交渉に参加し続けることを

決定しつつも、同時に、米国が承認しない他国

の主張に対し航行及び上空飛行の権利を行使し

続けることも決定している20。結局、1982 年 7
月、深海底の採掘に関する規定に同意できない

米国政府は、国連海洋法条約に署名しないとい

う選択を行うと同時に、既存の海洋法規則とし

て一般的に確認されている国連海洋法条約上の

規定を慣習法として支持することを表明した。

そして、既存の海洋法規則の中でも最も伝統的

な規則であり、且つ、最も重要な規則の一つで

ある航行の自由原則を維持するため、米国は、

国家安全保障決定指令第２０号、国家安全保障

決定指令第８３号21及び 1983 年 3 月 10 日にレ

ーガン大統領が発出した米国海洋政策に関する

声明22に基づき、公海における航行及び上空飛

行の自由やその他関連する公海の自由な使用の

制限を謀る他国の一方的行為を黙認しないとの

姿勢を明らかにした23。これを実行するための

ＦＯＮ計画は、他国の過度な海洋に対する主張

への黙認を防ぐことによって米軍の世界的な機

動性を維持することを目的とするとされている
24。なお、米国国務省は同計画の目的を、世界

中のあまねく海洋に関する権利を保護するため

の国家の死活的必要性の承認を促進するための

国連海洋法条約における航行に関する規定の強

調であると説明しており25、大統領府による説

明と焦点が異なっている。 
 そして、この計画には二つの目標が定められ

ている。即ち、第一に、国連海洋法条約非締約

国である米国が、自らの戦略的利益にかなう方

法で慣習国際法の発展を保証すること、第二に、

最終的には、航行による示威行動が国際司法裁
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判所規程第３８条１項（ｂ）に基づく慣習規範

の発達に必要な「実行」を作り出す目的を持つ

こと、である。 
 では、ＦＯＮ計画の実施によって保護しよう

とする米国の利益とは如何なるものであろうか。

この点、米国政府は、米国の利益を侵害する過

度な海洋に対する主張を次の六つに大別する26。 
 １．米国が承認していない歴史的湾／歴史的

水域に関する主張 
 ２．国連海洋法条約に反映されている慣習国

際法に合致する形で描かれていない領海

基線に関する主張 
 ３．幅員が１２海里を超えない領海に関する

以下の主張 
   ａ．国際航行に使用されている海峡との

重複、並びに、事前の通知又は許可

なしの潜水艦の潜航、戦闘機の上空

飛行及び戦艦／海軍補助艦の海面通

過を含み、並びに、軍の安全に調和

する展開方法での通過を含む、国連

海洋法条約に反映されている慣習国

際法に合致する通過通航の不許可、

あるいは 
   ｂ．戦艦／海軍補助艦を含むあらゆる船

舶の無害通航に対する事前の通知又

は許可の要請、若しくは、戦艦／海

軍補助艦に対する差別的な要請の適

用、あるいは 
   ｃ．推進力、装備又は貨物を積んでの無

害通航に対する、国際法によって許

容されていない特別な要件の適用 
 ４．１２海里を超える領海の主張 
 ５．安全保障水域といった公海の自由に関連

する非資源を制限する意図を持つ、その

他１２海里を超える海域に対する管轄権

の主張 
 ６．群島に関する以下の主張 
   ａ．事前の通知又は許可なしの潜水艦の

潜航、戦闘機の上空飛行及び戦艦／

海軍補助艦の海面通過を含み、並び

に、軍の安全に調和する展開方法で

の通過を含む、国連海洋法条約に反

映されている慣習国際法に合致する

群島航路帯通航の不許可、あるいは 
   ｂ．国連海洋法条約に反映されている慣

習国際法に合致しないその他の主張 
 これらの主張に抗議し、当該国家に対しこれ

らの主張を取り下げさせるため、米国政府は以

下の方法でＦＯＮ計画を遂行している27。 
 ＦＯＮ計画は、国務省による外交的表明及び

国防総省（米軍）による実行的主張（示威行動）

から構成される28。 
 まず、国務省は、国際法に基づく米国の航行

及び上空飛行の権利を維持するための積極的な

行動を取るとされている。とりわけ、国務省は、

海洋の航行及び上空飛行の自由に関する法に合

致させ、且つ／又は、慣習国際法を導くため、

過度な海洋に対する主張を行う各国家に対する

働きかけのため、米国内あるいは外国における

機関を用いることとされる。そして、国務省は、

法的黙認を避けるため、過度な海洋に対する主

張への抗議を行う。これに対し、国防総省は、

ＦＯＮ計画における実行的主張（示威行動）を

立案し運営することとされているが、その手続

については現在もなお「秘」とされ公開されて

いない。 
 なお、国防総省は、ＦＯＮ計画に基づき指揮

した実行的主張（示威行動）のリストを半年毎

に、国務省及び国家安全保障問題担当大統領補

佐官に提供することとされている。また、国務

省は、適宜、国際法に基づく米国の航行及び上

空飛行の自由を維持するための外交的努力に際

し、当該リストを使用するとされている。そし

て、国務省は、ＦＯＮ計画に基づく外交活動に

関する機密扱いでない年次概要を公表すること

とされる。 
 更に、年間の基礎資料として、国防総省は、

前年に指揮した実行的主張（示威行動）の機密

扱いでないリストを既存の報告書に組み入れる。

当該リストには国家名及び過度な主張について

は特定するものの、行動を行った日程あるいは

頻度については特定しない。年次リストにて特

定された行動は報告書に組み入れられ、機密扱

いでないものとされることとなる。 
 なお、1979 年にＦＯＮ計画が開始された後、

2014 年現在、米国が示威行動の対象とみなして

いる過度な直線基線の設定に関し、米国は３２

ヶ国に示威行動を実施し、これに加えて外交上

の抗議も行った国家は２５ヶ国に上る。これま

でのところ、公開済みの文書においても、ＦＯ
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Ｎ計画実施後に沿岸国が直線基線の設定に関す

る主張を変更した事例が若干判明している29。

また、上述の分類４に該当する１２海里を超え

る領海の主張について、米国国務省は、このよ

うな領海を設定した２０ヶ国のうち１８ヶ国に

対し示威行動を行った結果、９ヶ国が領海幅員

を国連海洋法条約に適合した幅員に変更したと

説明している30。 
 
５．結びに代えて 
 
 さて、自国の権利の留保・保護あるいは慣習

国際法の形成のための国家実行の新しい様式と

言える米国のＦＯＮ計画は、国際法上どのよう

に評価されるであろうか。また、日本にとって、

このような新しい様式の国家実行は有益であろ

うか。 
 まず、ＦＯＮ計画における抗議や示威行動に

ついて指摘すべき点として、米国の各会計年度

に実施した示威行動対象国及び簡単な概略しか

公表されておらず、又、示威行動対象国の対応

が公表されていないことが挙げられる。 勿論、

例えば、米国国務省自身は、「公平に言って、Ｆ

ＯＮ計画は成功していると言える」と評価して

いる31。しかし、ＦＯＮ計画、とりわけ、示威

行動の国際法上の法的効果を評価するには情報

不足であることを指摘できよう。従って、ＦＯ

Ｎ計画の実施に関する文書が公開されない限り、

内部関係者の評価から検討を行う他なかった。 
 また、学界においては、国際法協会が 2000
年に公表した慣習国際法の形成に関する報告書

において、明示又は黙示の主張と対応の過程に

関するマクドゥーガル（Myres Smith McDougal）
教授の見解に示唆を得て、「もし、国家Ａが領海

の通航から外国軍艦を排除する権利を主張し、

国家Ｂが国家Ａの許可を求めることなく軍艦を

送った場合、そして、国家Ａがこの侵害に対す

る抗議を怠った場合、この手落ちは、今度は、

結局、通航権の存在の暗黙の許可を継続するこ

ととなる。」との見解を示し32、ＦＯＮ計画のよ

うな示威行動と沿岸国の抗議の関係について示

唆を行っている。 
 このように、沿岸国による海洋への過度な主

張に対し、第三国が外交的抗議だけでなく示威

行動を伴う国家実行を行うことで、自国の権利

の留保・保護あるいは慣習国際法形成の要件の

一つである国家実行を行うという、国際法上の

「抗議」の新たな一様式が生まれつつあるよう

に思われる。 
 さて、本（2015）年 5月 20日 22時 17分（GMT）
にＣＮＮニュースにおいて「中国軍が米国偵察

機とにらみ合い」と題するニュースが放送され

た。この中で、米海軍偵察機Ｐ－８Ａ「ポセイ

ドン」が南沙諸島周辺海域を偵察飛行していた

ところ、中国海軍が同機に対し８回に亘って即

時退去するよう無線警告を行い、これに対し、

同機より同海域は国際水域及び国際空域である

旨応答したことが同乗取材したＣＮＮクルーに

よって紹介されている33。勿論、この情報だけ

では、この米海軍による偵察飛行がＦＯＮ計画

の一環であるのか窺い知ることはできない。た

だし、仮にこれがＦＯＮ計画の一環として実施

されたものであったとしても、メディアを通じ

て全世界に対し同時期的にこれが発信されたこ

とは注目に値しよう。 
 日本は四方を海に囲まれ、潜在的に、海を通

じて自国の権利の侵害の危険性を孕んでいる。 
 今後、国際法上の新たな抗議の様式がどのよ

うに確立されていくのか注視する必要があると

言えるのではないだろうか。 
 
                                                        
* 本稿の原発表たる環境研究発表（2015 年 2 月）当時。

所属組織の合併により、現在、（公財）笹川平和財団海

洋政策研究所研究員。 
 
1 小笠原諸島周辺海域等における中国漁船によるサン

ゴ密漁問題については、以下を参照のこと。外務省ウェ

ブサイト、「小笠原諸島周辺海域等における中国サンゴ

船問題」、

http://www.mofa.go.jp/mofaj/a_o/c_m2/page3_001027.html 、
参照（2015 年 8 月 28 日確認済）。 
2 例えば、竹島の領有権に関する日本の立場及び韓国に

よる不法占拠の概要について説明した外務省のウェブ

サイトでは、以下のように記されている。「・・・。こ

のような韓国の力による竹島の占拠は、国際法上一切根

拠のないものであり、我が国は、韓国に対してその都度、

厳重な抗議を行うとともに、その撤回を求めてきていま

す。こうした不法占拠に基づいたいかなる措置も法的な

正当性を有するものではなく、また領有権の根拠となる

何らの法的効果を生じさせるものでもありません。」

http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/takeshima/gaiyo.html、参

照（2015 年 8 月 28 日確認済）。 
3 例えば、1930 年に開催されたハーグ国際法典編纂会

議では、領水問題について取扱った第二委員会内部（第

二分科会）では基線の問題についても検討されたが、第
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二委員会本体では基線に関する問題を含む第二分科会

報告書はほとんど検討されず、また、第二委員会は、法

典編纂会議全体会合に対し、領水問題に関する条約草案

を提出することができなかった。 
4 中華人民共和国による尖閣諸島周辺海域に対する基

線設定問題については、以下を参照のこと。長岡さくら、

「尖閣諸島周辺海域の基線を巡る日中の動きについて」

『島嶼研究ジャーナル』3 巻 1 号（2013 年）、106-117
頁。 
5 2015 年 1 月 7 日現在、国連海洋法条約の締約国は 167
の国家及び機関である。cf. 
http://www.un.org/depts/los/reference_files/chronological_li
sts_of_ratifications.htm#The%20United%20Nations%20Co
nvention%20on%20the%20Law%20of%20the%20Sea (as of 
28 August 2015) 
6 長岡さくら、「大陸棚限界委員会への延長申請と第三

国の対応」『駿河台法学』24 巻 1・2 号（2010 年）、19-52
頁、とりわけ、32 頁。 
7 国家の一方的行為と黙認との関係について、教科書で

は次のように説明されることがある。「他方、国家が一

方的宣言によりあらたな権利の設定をはかることもあ

る。一定の主題につき、国際法上の要件や基準が不明確

な状況、または、その変更が求められている状況におい

て、国家が一方的に管轄権を設定するような場合であ

る。・・・〈中略〉・・・。こうした行為は、他国の同意

や黙認により、あるいは、実効性や信義誠実といった国

際法の原則により、他国に対するその有効性を認められ

ることがある。また、それが一般慣行をうながし、あら

たな慣習国際法上の制度の形成につながる場合も少な

くない。」柳原正治・森川幸一・兼原敦子［編］、『プラ

クティス国際法講義』（2010 年、信山社）、22 頁。 
8 山本草二、『国際法【新版】』（1994 年、有斐閣）、294-295
頁。 
9 この問題に関する日本の外交文書は、以下の件名で公

開されている。日本国外務省、『ピョートル大帝湾のソ

連内海宣言』（外交記録文書 A’.6.2.0.5）。日本国外務省、

『ピョートル大帝湾のソ連内海宣言 調書・資料』（外交

記録文書 A’.6.2.0.5-1）。 
10 ピョートル大帝湾問題の詳細及びその国際法上の分

析等については、以下を参照のこと。一又正雄、「ピョ

ートル大帝湾の内海編入問題」『時の法令』253 号（1957
年）、26-30 頁。入江啓四郎、「ピョートル大帝湾の内水

化宣言」『世界週報』38 巻 30 号（1957 年）、24-29 頁。

内田久司、「ピョートル大帝湾問題とソヴェト国際法」

『日本及日本人』8 巻 10 号（1957 年）、26-37 頁。中村

洸、「ピョートル大帝湾の内海化宣言について−−内海化

宣言の意味と国際法的効果−−」『国際法外交雑誌』60 巻

4・5・6 号（1962 年）、364-388 頁。油橋重遠、「ピョー

トル大帝湾内海化のソ連側理由について」『水産界』918
号（1961 年）、74-77 頁。 
11 1957 年外務大臣発在ソ連大使宛電報第 288 号「ピョ

ートル大帝湾への接近禁止の件」『ピョートル大帝湾の
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